
令和７年度 第１回北海道医療勤務環境改善支援センター 

運営協議会 議事録 

日時：令和７年（ 2025 年）６月４日 18:00～ 

  場所：TKP 札幌ビジネスセンター赤レンガ前５階５G  

１．開会 

【事務局】 

それでは、まだ欠席の方もいらっしゃいますが、定刻になりましたので、ただいまから令和 7年

度第 1回北海道医療勤務環境改善支援センター運営協議会を開催いたします。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

委員の皆様には大変お忙しい中、本運営協議会にご出席いただきまして、誠にありがとうござい

ます。 

本日ご出席の皆様には、昨年度から引き続きお引き受けいただいているところですが、北海道社

会保険労務士会については、委員の方を調整しているところでございまして、本日は、欠員となっ

ております。引き続き当該団体と調整を進めて参ります。 

それでは本日配付しております資料の確認をさせていただきます。まず式次第と出席者名簿、座

席表の他、本日は資料１から資料３までご用意しております。資料の不足等がありましたらお知ら

せ願います。よろしいでしょうか。 

それではここから議事に入りますが、運営協議会設置要綱に基づき、会長は、道庁地域医療課の

課長とされており、また、協議会は会長が進行することになってございます。始めさせていただき

ます。 

【会長】 

お仕事終わりでお疲れのところ、本日は大変お忙しい中、北海道医療勤務環境改善支援センター

運営協議会に、ご出席いただきまして、ありがとうございます。 

また、本日、お集まりの皆様におかれましては、日頃から本道の地域医療推進にご協力をいただ

いておりますことに、この場をお借りしまして、お礼申し上げます。医師の時間外労働上限規制が

適用されましてから、1年が経過しました。 

道内の各医療機関におかれましては、時間外勤務の縮減に取り組んでいただいているところかと

思いますが、道といたしましては引き続き、医療環境改善支援センターを中心に、いっそう専門的

かつきめ細かな支援に努め、医師の働き方改革に適切に対応して参りたいと考えております。 

本日は勤改センターの令和６年度の活動状況をご報告させていただいた後に、令和７年度のセン

ターの事業計画についてご協議いただき、最後に今年度の特定労務管理の対象機関の指定状況及び

指定スケジュールについて情報提供させていただきます。 



医療機関における勤務環境の改善がいっそう進みますよう、各委員の皆様からご意見を頂戴し、

より実効性のあるものになれば考えてございますので、本日はどうぞよろしくお願いいたします。

以降座って失礼します。 

それでは、お手元にお配りしております会議次第に沿いまして、進めて参ります。本日の議事

は、報告事項といたしまして、令和６年度北海道医療勤務環境改善支援センター活動実績につい

て。協議事項といたしまして、令和７年度北海道医療勤務環境改善支援センターの事業計画につい

て。その他情報提供といたしまして、令和７年度における、特定労務管理対象機関の指定状況及び

令和年度の指定スケジュールについての３点でございます。 

それでは早速、１の報告事項につきまして、北海道医療勤務環境改善支援センターから報告をお願

いいたします。 

 

２.報告事項 

【勤改センター】 

北海道医療勤務環境改善支援センターでございます。よろしくお願いいたします。活動実績の報

告につきましては、事務局よりさせていただきます。 

【勤改センター】 

勤改センター事務局です。今日はどうぞよろしくお願いいたします。座って説明させていただき

ます。初めに資料１につきましてご説明をさせていただきます。令和６年度北海道医療勤務環境改

善支援センター活動実績についてです。まず１ページ目です。 

「ア 医療機関への勤務環境改善支援」ということで、アからキまで全部で７点についての報告

になりますけれども、本日はお時間も限られておりますので、今年の２月に運営協議会でご説明し

た内容は割愛しながら進めさせていただきたいと思います。 

では、はじめに１ページ目の「ア 医療機関への勤務環境改善支援」についてです。センターに

よる勤務環境改善支援には個別支援業務、相談対応業務、利用勧奨業務の３種類になります。はじ

めに「（ア）個別支援業務」についてです。 

（１）のセンターの５つのスキームにつきましては、２月の運営協議会でご説明した内容と変わ

っておりませんので、本日は説明を割愛させていただきます。 

次に、（２）支援実施医療機関数についてですが、令和６年度にセンターが支援を実施した医療

機関は、273機関でした。内訳は表のとおりですが、部門支援が 126機関、導入研修が 13機関、フ

ォローアップが 134機関となっています。 

続きまして２ページ目です。 

「（３）支援スキーム別の支援回数及びアドバイザー活動延べ人数」についてです。 



「１）支援回数」については、部門別支援が 246回、導入研修が 32回、フォローアップが 134

回となっています。 

「２）アドバイザーの活動延べ人数」は、部門支援が 269人、導入研修が 52人、フォローアッ

プが 135人合計で 456人となっております。 

続けて３ページ目「（４）二次医療圏別支援活動の状況」についてですけれども、最も多かった

のは札幌で 119機関。次いで上川中部が 18機関、南渡島と十勝が 17機関となっています。 

続きまして４ページ目です。「（イ）相談対応業務」についてです。令和６年度の相談件数は 690

件となっています。令和５年度と比較していただくとわかると思いますが、令和６年度は昨年度に

比べて相談件数が半分以下になっております。考えられる要因としては、令和５年度中にほとんど

の医療機関の宿日直許可申請が終わったことと、特例水準の指定が必要な医療機関に対して、道か

らの指定が降りたということで、Ａ水準Ｂ水準Ｃ水準それぞれの医療機関が対応すべきことが一旦

落ち着いたということが関係しているかと思います。 

続きまして、５ページ目です。「（２）主な相談内容」についてです。最も多かったのは、医師の

働き方改革に関する相談で、全体の 72.3％となっています。内容は宿日直許可や、追加的健康確保

措置についてなどが多くなっています。続いて、労務管理に関する相談、勤務環境改善に関する相

談、個別支援に関する相談などが来ております。 

続けて６ページ目です。「（ウ）利用勧奨業務」についてですけれどもこちらは２月の運営協議会

で報告した内容から変わっておりませんので、本日は割愛させていただきます。 

少し飛びまして８ページをご覧ください。「（エ）医療機関への勤務環境改善支援の全体の件数」

ということで、これまで説明しました「（ア）個別支援業務」「（イ）相談対応業務」「（ウ）利用勧

奨業務」の３点の結果をまとめた全体の件数をこちらの方に再掲しております。 

では、11ページをご覧ください。「イ 北海道の医療機関における働き方改革に向けた基礎調査」

ということで、調査結果を載せておりますけれども、調査結果につきましては、前回の会議でご報

告しておりますので、こちらも本日は割愛をさせていただきます。 

少し飛びまして、21ページをご覧ください。「ウ 医師の宿日直許可申請」についてです。医師

の宿日直の支援状況をこちらの方に載せておりますけれども、前回の会議で報告した内容からは特

に変わっておりませんのでこちらも割愛をさせていただきます。 

次の 22ページご覧ください。「エ 特定労務管理対象機関の指定を受ける医療機関に対する支

援」ということで、令和 6年度は 7機関に対して支援を実施しました。センターでは、評価センタ

ーに提出する自己評価シートの項目の１つ１つに対して、取り組み内容の記載方法ですとか、根拠

資料について具体的なアドバイスを行いまして、評価受審が円滑に進むように支援をしてきまし

た。前回の運営協議会の開催時点では、ナンバー７番目のＪＣＨＯ北海道病院さんが北海道からの



指定待ちの状況になっておりましたけれども、令和７年３月に無事指定を受けることができまし

た。 

では続いて 23ページをご覧ください。「オ 特定労務管理対象機関に指定された医療機関に対す

る支援」ということで、令和６年度は指定を受けた 21の医療機関すべてに対して支援を行ってき

ました。表の一番右側の列に直近の支援内容を載せておりますけれども、今年の１月から３月にか

けて、指定を受けた全医療機関に訪問しまして、時短計画のガイドライン改定についての説明です

とか、時短計画の見直しに係る参考資料、それから北海道への提出期限の説明及び助言などを行っ

ております。 

24ページに進みまして「カ 適切な労務管理体制の整備や労働時間短縮に向けた総合的支援」と

いうことで、令和５年度までに宿日直許可に係る支援を実施した医療機関のうち、令和６年度に訪

問していない 147機関を対象に、宿日直許可後の適切な労務管理について、厚生労働省が作成した

資料をもとに宿日直許可書の見方ですとか、許可基準と乖離していないかの自己チェックの方法な

どについて説明を実施しました。 

また訪問に際しては宿日直許可以外の労務管理に関する質問等もその場で対応しまして、同時に

センターができる支援、特にハラスメント対策ですとか人材定着、業務改善、こういった支援につ

いても周知することで、個別支援につなげて参りました。訪問件数はこちらの表の通りですけれど

も、対象とした 147機関中訪問を行ったのが、134機関、先方が希望しなかったなどで訪問できな

かったところは、13機関となっております。 

希望しなかった理由としては、多忙であったり、法人本部が担当しているので病院側では分から

ないので、といった理由が主でした。 

続きまして、25ページです。「キ 研修会・セミナーの開催状況」についてです。 

医療勤務環境改善に向け、関係者の理解を深めるため、北海道労働局、北海道、北海道医師会と

連携して研修会や、地域の関係団体と連携したセミナーなどを開催しております。「（ア）研修会」

の「（１）医師の働き方改革全道セミナー」についてですけれども、ＡＢＣ水準の、それぞれが準

備するポイントですとか、36協定、宿日直許可、自己研鑽などについて、北海道及び北海道労働局

から、行政説明を行いました。開催場所等は表のとおりですけれども、道内 12ヶ所、全 13回実施

しまして、延べ 113名の方にご参加いただきました。セミナー終了後には、相談ブースを設置しま

して、希望者に対して個別相談対応を行いました。相談内容は、宿日直許可に係る相談ですとか、

医師の時間外労働に関わる相談、それから助成金に関する相談などでした。 

26ページをご覧ください。続きまして「（２）医師の働き方改革への対応セミナー」についてで

す。こちら、北海道医師会主催のセミナーで勤改センターは共催という形で開催されました。 

医師の働き方改革の現状、開始から半年が経ってということで、日本医師会にご講演いただきまし



た。シンポジウムでは、立ち入り検査についての説明とか、適切な労務管理、それから特例水準の

指定申請に係ること、特例水準の指定状況や、令和６年度のスケジュールなどについて、北海道、

北海道労働局及び社会保険労務士より説明を行っております。 

「（３）医療機関における『医師の働き方改革』実践事例報告セミナー」についてです。例年働

き方改革に関する事例を紹介するセミナーというのを実施しているのですが、令和６年度は帯広厚

生病院さんから医師の医療機関における、産業保健活動と医師面接指導について、というお話と、

札幌柏葉会病院さんから「未来へつなぐ医師の働き方改革への取組」ということで、ご発表いただ

きました。参加者は 53名となっております。 

続きまして、27ページ。「（イ）関係団体との連携研修」についてです。令和 6年度は、北海道医

師会、北海道看護協会、北海道勤労者医療協会、旭川医療機関事務長会、医療経営コンサルタント

協会北海道支部の 10の関係団体に講師を派遣しております。講義のテーマなどは、表の通りです

けれども、医療経営に関することや、労務管理に関すること、それからハラスメント対策や人材不

足対策となっております。 

資料１につきましては以上になります。 

 

【会長】 

ありがとうございます。ただいまの報告事項につきまして、ご質問ご意見ございましたら、挙手

でお願いします。Webで参加いただいている委員の方々につきましては、ミュートを解除していた

だきますようお願いします。何かございませんでしょうか。 

 

【委員】 

一つ分かる範囲で教えていただきたいのですけど、研修会・セミナーの開催状況の所で、医師の

働き方改革の全道セミナーだったり、実践報告セミナーということで、参加人数とその職種につい

て書かれておりますが「その他」のところでは、例えば、看護管理者の方が参加しているところは

あったのか教えていただければと思います。 

 

【勤改センター】 

はい、このセミナーに関しては、看護職の方のご参加は残念ながらありませんでした。 

 

【委員】 

はい、分かりました。 

 



【会長】 

よろしいですか。他にございますでしょうか。 

先に進ませていただいて、後でまたなにかございましたら、お尋ねいただければと思います。で

は続きまして２番の協議事項につきまして、北海道医療勤務環境改善支援センターの方から説明を

お願いいたします 

 

３.協議事項 

【勤改センター】 

はい。それでは、引き続き事務局の方から説明申し上げます。 

資料２、令和７年度北海道医療勤務環境改善支援センター事業計画についてご説明いたします。 

はじめに「Ⅰ北海道医療勤務環境改善支援センターの目的」についてですが、道内の医療機関が

自主的・自立的に勤務環境改善取り組めるよう支援を行うということと、こうした取組を通じて医

療機関の経営を安定させ、医師をはじめとする人材の定着・確保を図り、地域医療の継続を後押し

します。 

「Ⅱ北海道医療勤務環境改善支援センターの業務」ということで、項目としては業務の実施方法

についてになります。「１．自主的・自立的に勤務環境改善に取り組む医療機関への支援」という

ことで、項目が全部で５つございますが、まず一つ目が「（１）の関係機関間における実務者連絡

会議の開催」です。 

センターの円滑な運営のため、北海道、北海道労働局、北海道医師会、北海道看護協会など運営関

係機関による「実務者連絡会議」を設置し、定期的な運営状況の報告・確認と情報交換を行いま

す。「実務者連絡会議」は、原則、１か月に１回の開催とします。また、必要に応じてその他の関

係機関・団体にもご参加いただき、より実効性のある検討・協議の場として参ります。 

では２ページ目です。２つ目は医療機関への個別相談や各種調査についてです。 

「（ア）医療機関からの相談対応」については、これまで同様、電話、メール、来訪などにより

医療機関の相談対応を行って参ります。 

「（イ）相談記録の管理、集計・分析」ということで、相談の記録を受付簿に残しまして、アド

バイザー間で共有するとともに、定期的に集計・分析し、支援技術の向上に活用して参ります。 

「（ウ）道内医療機関を対象としたアンケート調査の実施」についてですが、毎年働き方改革に

関するアンケート調査を実施しておりまして、今年度も実施いたします。 

調査項目は、労務管理の状況や、道内の医療機関における、特例水準の指定の意向、それからタス

クシフト・シェアや、医療ＤＸの推進状況、医療人材の確保状況、それから、財政支援に関する活

用意向などを伺いまして、病院のニーズに即した具体的な支援策の検討や、情報提供につなげたい



というふうに考えております。調査対象は道内の病院及び有床診療所としまして、調査方法はエク

セルに入力をしていただく方法とします。調査期間ですけれども、現在ちょうどこの調査を実施し

ているところです。５月 29日から６月 15日までという期間で、現在、回答受付中となっておりま

す。 

主な調査項目は、こちらに書いてある記載のとおりなのですけれども、宿日直許可取得後の課題

ですとか、医療ＤＸの進捗状況、医療人材の確保状況、あとは、地域における病病連携、病診連携

の課題、それから診療報酬における加算ですとか補助金、助成金の活用状況、こういったものにつ

いて、お伺いするような項目になっております。特に医療人材の確保状況については、地域全体の

傾向ですとか、地域内でのばらつきがあるのかというようなことも把握したいと考えております。

調査結果につきましては、次回の会議でご報告したいと思っております。 

では、３ページ目。「（３）モデル医療機関の選定・支援」です。医療機関への支援の流れや自主

的な取組の具体例、取組の成果や効果を整理し、道内の他の医療期間の参考となるモデル医療機関

を選定します。モデル医療期間へは、全職員へのアンケートや、管理者・職員のヒアリング、業務

分解やタイムスタディ調査などより踏み込んだ支援メニューを提供し、現状の詳細な分析と、課題

の明確化を行います。 

次に「（４）医療機関における勤務環境改善の取組の情報収集と先進事例の紹介」です。道内、

道外問わず、タスクシフト、AIの活用、業務内容や勤務体制の見直しなど、さまざまな取組で効果

を上げている事例について、厚生労働省、都道府県勤改センター、北海道、それからセンターの医

業経営アドバイザーなどから情報を収集し、今後の支援活動に役立てたいと考えております。 

「（５）関係団体との連携」ということで、北海道医師会、北海道看護協会など、関連団体との

定期的な意見交換により、情報交換・課題の共有を行って、各会との連携による研修会・セミナー

を企画・開催して参ります。また、団体の協力により、会員へのチラシの配布をしていただいた

り、会報誌へ記事を掲載していただくなど、センターの活用を促す啓発活動にも取り組んで参りま

す。  

では続きまして４ページ目です。「２．医師の時間外労働の上限規制に対応した支援」というこ

とで、３つ項目がございます。 

「（１）特定労務管理対象機関における医師の労働時間の短縮に向けた支援」です。特定労務管

理対象機関では、「勤務間インターバル」や「代償休息の確保」などが確認されるため、必要に応

じて運用手順の見直しですとか、改善に関する助言を行います。 

医師労働時間短縮計画は、PDCAサイクルに基づいて毎年、見直しの必要性を検討し、変更があれ

ば、都道府県への届出ることが求められます。連携Ｂ・Ｂ・Ｃ水準の指定を受けた医療機関につい

ては、状況を把握した上で、要請に応じて計画の実施や見直し、労務管理体制の整備など、総合的



な観点から助言と支援を行ってまいります。具体的には、時短計画に基づく医師の労働時間の短縮

に係る目標達成状況、評価センターから指摘を受けた労務管理体制改善状況といった点を踏まえて

支援を行ってまいります。 

「（２）時間外労働上限規制適用後の医療機関における様々な課題に対応した支援」です。特例

水準の解消に向けて、タスクシフト/シェアの進捗状況を把握し、ＩＣＴやＡＩの情報提供などを

通じて、医師の労働時間短縮への取組を支援します。特にタスクシフト/シェアについては、業務

が増えると感じて、進みにくい医療機関がありますので、タスクキルを経てタスクシフト/シェア

に進むという流れを正しく理解してもらい、前向きな取組になるよう助言します。 

「（３）医療法に基づく立入検査で指摘を受けた医療機関における改善の取組への支援」です。医

療法第 25条第 1項に基づき保健所の立入り検査では、全医療機関に対象に医師の時間外・休日労

働時間に応じた、追加的健康確保措置の実施状況が確認されます。「面接指導実施後の就業上の措

置」、「連続勤務時間制限」「勤務間インターバル」「代償休息の付与」などについて、指摘を受けた

医療機関には、要請に応じて改善に向けた助言を行い、特定労務管理対象機関には定期的な訪問に

より、実施の状況確認と助言を行います。 

 続きまして５ページ目です。「３．医療機関の課題に対応した支援」についてです。 

「（１） 医療機関の課題の把握と解決に向けた支援」ということで、センターによる支援は

「（ア）改善支援」「（イ）導入研修」「（ウ）フォローアップ」の 3類型により実施致します。 

「（ア）改善支援」については、医療機関における勤務環境改善に向けてアドバイザーによるヒ

アリングや調査を行い、現状と課題を分析したうえで、改善提案書を作成し、具体的な支援を行い

ます。支援内容については職員満足度調査、検討会議の運営支援、研修会やワークショップの実施

支援など適切な手法を用いて、効果的な取組となるように支援いたします。 

「（イ）導入研修」につきましては、医療機関が自主的に実施する労務管理に関する研修会・勉

強会への講師を派遣し、継続的な勤務環境改善に向けた取組につなげるよう支援します。研修の企

画・運営を通じて医療機関との意見交換を行い、課題を把握して個別支援に努めます。研修テーマ

の例は、基本的な労働ルール、ハラスメントの予防と対策、メンタルヘルス対策などについてで

す。 

「（ウ）フォローアップ」については、支援終了後の医療機関では、院内フィードバックの方法

や取組を進める上での課題についてのアドバイスを行います。また、育児介護休業法の改正につい

て内容ですとか対応のポイントを説明し、適切な労務管理が進むようフォローアップを行い、併せ

て補助金等の情報提供を行います。 

続きまして６ページ目です。「４．その他」の「（１）勤務環境改善に資する研修の実施」、

「（ア）医療機関における働き方改革の具体的な取組事例報告セミナーの開催」についてですが、 



道内の医療機関が参考にできるような勤務環境改善に取り組んでいる医療機関の事例を紹介するセ

ミナーを開催します。事例は当センターが支援している医療機関や道内外で先進的な取組をしてい

る医療機関のものを取上げ、あわせてセンターの具体的な支援内容の紹介をすることで、センター

の活用に繋げていきます。対象は道内の医療機関、病院や診療所になります。詳細は Web開催とし

まして配信会場は札幌市内を予定しております。 

開催期間は令和８年２月から３月頃で定員は 100名程度想定しております。参加者の募集につい

ては道内全ての医療機関へチラシの送付の他、北海道医師会には労働局、関係課を通じて幅広く周

知を行います。また、医療新聞など専門誌への掲載依頼やホームページの告知なども予定しており

ます。 

次に「（２）関係機関団体等の連携による研修セミナーの企画・開催」ということで、北海道医

師会や北海道看護協会など、医療機関医療人材と関わりの深い団体と定期的に意見交換を行い、情

報共有や課題の整理を進めながら連携して研修会やセミナーを企画開催し、センターによる円滑な

支援の実施に繋げてまいります。 

つづきまして、７ページになります。「（２）地域医療という医療提供体制確保に資する設備の特

別償却制度に係る業務」についてです。医師の長時間労働の是正にむけて、一定の設備について、

特別償却が認められるという制度がございます。センターでは医療機関の求めに応じて課題の整理

を支援し、医師等勤務時間の短縮計画の策定に助言を行ったうえで、設備が勤務時間の短縮に資す

るものであることを確認します。 

８ページ目は、これまでご説明して参りました各業務の年間のスケジュールの方を載せてござい

ます。 

では、資料２につきましては以上になります。 

 

【会長】 

ありがとうございます。ただいまの事業計画につきましてご質問・ご意見ございましたら挙手で

お願いいたします。 

 

【委員】 

よろしいでしょうか 

 

【会長】 

お願いします。 

 



【委員】 

よろしいですか。２点ほどお伺いしたい。Ｂ水準Ｃ水準それぞれを訪問されて、見ていただいて

いるということですけれども、実際に例えば勤務間インターバルの確保ですとか様々な点で、まだ

少し課題があるというような、医療機関は実際にあったのかというところを教えていただけたらと

思っているのですが、いかがでしょうか。 

 

【勤改センター】 

特例水準の指定を受けている医療機関さんについては、事前に勤務間インターバルを守れるよう

な勤務計画を作成して運用しているけれども、実際として緊急的な対応が入ってきてインターバル

を守れなかったというようなことはやはり多々起きてはおります。 

その中でそういったことがあった場合は代償休息を付与することが義務になっておりますので、

そこの点は我々も確認をさせていただいておりまして、皆さん漏れなく代償休息を付与されている

というような状況でございました。 

 

【委員】 

そのようなご指導も含めて確認をしていただいているということですね。 

 

【勤改センター】 

おっしゃる通りです。 

 

【委員】 

はい、わかりました。ありがとうございます。 

もう 1点目につきまして、少し話題が変わりますが、医師の人材確保のような課題に関してのご

相談などがあった場合、要するに、医師の数が増えれば、それこそ医師の働き方がもっと楽になる

ということもございますが、人材確保という点でのいろいろな相談に対して勤改センターではどの

ような実際的なアドバイスが出来るのかということを伺いたい。 

例えば、医師バンクを紹介されるとか、これからいろいろなアンケート調査をされるということ

ですけれども、一番、この人材確保が実現すると最も理想的な体制になるかと思いますので、具体

的にどのような支援が出来るかということを教えていただければと思います。 

【勤改センター】 

人材確保ということになりますと、我々勤改センターの方で、医師バンクをご紹介するというよ

うなことは行っておりません。我々センターとしては、医療機関の皆さんの勤務環境改善の自主的



な取り組みを後押しするというような目的で設置されている機関ですので、どのように医師を確保

するかということの視点ではなく、今いる職員さんが辞めないと言いますか長く働き続けていただ

けるために、どのように職場環境を整えていったらいいのかというような視点で、というところで

ございます。 

その中で、昨年度から取組を始めているのが職員満足度調査を活用した助言でありまして、そこ

で、それぞれ医師の方たちがどのように感じているのか、看護師の方々がどのように感じているか

というようなことを、客観的にわかるようにフィードバックをさせていただいて、これを参考に医

療機関の取り組みを考えていただきたいということで、後押しをしているというような状況でござ

います。 

 

【委員】 

わかりました。 

確かに今いらっしゃる医師が離れないような対策を立てておくようなサポートということにな

り、実際に新しく医師を集めてくるところまではなかなかできないという状況と伺いました。それ

でよろしいでしょうか。 

 

【勤改センター】 

おっしゃる通りです。 

 

【委員】 

はい、ありがとうございます。 

 

【事務局】 

今回そういった医師の働き方改革によって、いま仰っていたように医師の人材確保ができれば、

医師の周りっていいますか、こういった形で勤務環境が良くなるということになっておりますけど

も、こちらもこれまで医師確保対策として、センター派遣ですとか、地域枠の医師の配置ですと

か、数々の医師確保対策に取り組んでおりますけれども、こういった医師の働き方改革の状況も踏

まえながら、そういった取り組みを行っていきたいと思っております。 

ちょっと抽象的な話にはなりますけれども、引き続きどうぞよろしくお願いいたします。 

 

【委員】 

はい、ありがとうございました。 



 

【委員】 

６ページのその他の勤務環境改善に資する研修の実施の（イ）に関わることについて伺います。 

1つ目がお礼です。先週５月 30日に連合北海道で行った医療職場の意見交換 第８回を開催しま

した。特に看護師さんが中心で、診療放射線技師なども参加し、病院数的には少ないのですが９病

院 31名の参加になっております。 

今回、勤改センターからご紹介をいただきまして、医療労務管理アドバイザーの方に講演を 1時

間 15分程度いただきまして、そのあと２時間ぐらい今申し上げました、９病院の置かれている現

状について意見交換をしました。 

特にアドバイザーからは、昨年、2024年度の診療報酬改定が経営面に与えた大打撃という課題が

1つ。「人手不足」「過重労働」は解決できる問題なのかということが２つ目。3つ目が、「働き方改

革」を前向きに受け入れることの意義という 3点についてお話がありました。 

特に、なるほどなと思ったのは、医師の確保には直接当たらないのですけれども、特に看護師不

足もかなり増えている状況にありますので、スタッフからの紹介、リファラル採用という部分と、

オンライン採用、これをどう広げていくのかということが、1つ。特に旭川の病院でも、リファラ

ル採用を行っていて、ある意味、リファラル採用することによってコストを抑えられる、そういっ

たメリットもあることが言われておりますので、参加された皆さんも、このリファラル採用につい

ても、病院当局に対して、意見を出してはどうかというようなアドバイスも受けております。 

これらの課題とあわせて、特に思ったことが、タスクキルという部分についてですが病院の経営

側からすると、なかなか仕事を切れないということで、タスクシフト／シェアが進まない、という

現状も、各病院の参加者から意見が出ておりました。１点、医師会の皆さんにお聞きしたいのです

けれども、タスクシフトを行ったときに、医者の皆さんからタスクシフトに伴って、責任の移行も

しない限り、移行できる業務が限られるような、声が医師の方から多く聞かれております。その責

任の移行というものを、医師会、さらには看護協会含めて、労働組合の立場としてはなかなか責任

を負わされるという部分が、かなり医者と看護師、医療技術者の間で葛藤があり、なかなか責任と

いう問題が大きいので、一部参加した病院でも、タスクシフトを行ってはいるけれども、これをき

ちっと進めていく上では、この責任という問題を、どういうふうに考えていくのかについて、講演

を聞いていてなるほどと思っておりますので、参加した皆さんは、特に医師への負担というのは、

かなり増えているというようなことも看護師含めて認識はしております。 

オホーツク管内のある大きな病院では、研修医がかなり長時間労働を行っているという報告を聞

いています。研修医をしていて、そういう状況に追いやられているという問題もありますので、藤

田アドバイザーの講演を受けて参加者皆さんで大変、すごくよかったという感想をいただき、すで



に２つの病院から引き続き研修会を受けたいという評判がありますので、勤改センターの皆さんに

お礼も含めて、そういった課題があるということについて申し上げておきたいと思います。 

もう１点は、今日の資料の２ページ目のアンケートについてです。アンケート調査の実施の中

で、下段の主な調査項目の２ページ目の下から４つ目。医療人材の確保状況という調査を行ってい

るということですけれども、地域のばらつきがあるのかについてを把握すると言っていたのですけ

れども、例えば、医師、看護師、医療技術者など、個別の職種に対しても把握をするという状況の

調査になっているのか、その辺も含めてお伺いしたいと思っております。 

最初の方は問題提起ということで、道の方でもご認識いただきたいという意味での、発言でござ

いますので、ぜひ受け止めていただきたいと思います。 

もう１点ですが、昨年半年かけまして連合北海道として病院職場の実態調査を行いました。大変

お恥ずかしい限りの集約数なんですけれども、着替え時間は労働時間として、賃金が支給されてい

るのか、という設問では、３割の病院しか、勤務時間、労働時間として賃金が支払われていないと

いう調査結果が出ています。 

また、引継に関わります前超勤についても、２割の病院しか賃金が支払われていない。支払われ

ている病院はどこかということもわかるのですけれども、そういった状況にあります。 

もう一方で、皆さんと共有したいことが、労働時間の管理でタイムカードで管理をされている病

院は半分しかありません。半分は、出勤は手書きになっているという状況にあります。タイムカー

ドがあるところについては、手当が、タイムカードイコール手当の支給になっているということに

ついては、３割が、そうなっていないという回答になっているということについてご報告を申し上

げます。 

その他、いろいろ夜勤中の仮眠設備・環境がどうだとか、夜勤負担軽減のための取組がどうなっ

ているか、以前、看護協会が行っていた調査と比べて、道内の病院はどうなっているのかというこ

とも含めて調査を行ってきました。 

併せて、最後に診療報酬改定に伴う看護師とか、薬剤師等の処遇改善がどうなっているかという

ことについて、2024年ですけれども、2.5％しか賃金が上がっていない実態が判明しました。連合

の春闘の昨年でさえも、4％台を確保し、今年の 2025年の春闘結果では今のところ全道で 5.01％の

賃上げ状況になっておりますから、そういった意味では看護師をはじめとした人たちの賃金を上げ

ていかないと、人材が集まらないといった課題についても、調査結果が出ておりますので、今後、

あらゆる場で情報発信を行いながら、特に連合としては、国会議員と連携し、特にいま病院で厳し

いのが、新型コロナ関連の補助金がなくなって各病院が本当に大変な状況になっております。 

皆さんご存じの室蘭市にあります日鋼記念病院が 10億円の赤字、市立室蘭病院が 37億。砂川市

立が 20億。滝川市立病院も 14億。そして、札幌医大でも 17億円の赤字になっております。そう



いった状況の中で、診療報酬の抜本改善２年を待たずに改善していかないと、地域から病院がなく

なってしまうということで、いま連合本部から厚生労働省・総務省の方に要請を行ったり、連合北

海道国会議員団会議 16名を通して病院経営ということも含めて、対策を行っているということに

ついて、皆さんと共有をしたいということでご報告を申し上げておきたいと思います。以上です。 

 

【勤改センター】 

ご質問ありがとうございます。今回の調査につきましては、医療従事者の確保について伺います

ということで、医師、看護師准看護師、助産師保健師、看護補助者、薬剤師、臨床検査技師、医師

事務作業補助者、事務職など、全部で 16の職種についての確保の困難さを伺っています。 

それについて人材確保が難しい職種はどれなのか、１位２位３位ということで順位づけして伺う

内容にしてございます。 

 

【委員】 

医師と看護師のタスクシフトの責任について、もし答えられましたら、よろしくお願いします。 

 

【会長】 

先ほど委員からの、タスクシフトの責任の移行っていうようなお話もありましたけれども、何か

コメントございますか？ 

 

【委員】 

タスクシフトに対しては各病院でしっかり体制を作っていく形で進めていただくのが基本と考え

ております。 

この仕事を、例えば医師がしていたことを、看護師が手伝うようになったから責任がすべて看護

師に行くとか、そのようなものではなく、やはり、医療機関全体としてその体制をしっかりと作っ

て、責任をとる体制を作っていかなければいけないということが基本ではないかと考えております

ので、タスクシフトするにしても医療安全の面からも、きちんと対応しつつ進めていくということ

になります。 

また、例えば医師の事務作業などに関しては、最近では多くの面で医師事務作業補助者の方にア

シストしていただいていますけれども最終的にやはり医師が確認をして作業するとか、そのような

体制になっていると思いますので、タスクシフトイコール責任の転換とか、そういうものではない

と医師会では考えているところでございます。 

随時、安全性ですとか責任の転換、そして、職員を守るという体制に関しても、検討を進めてい



ただければと考えております。 

 

【会長】 

ありがとうございます。 

 

【委員】 

先ほど優しく言っていただきましてありがとうございます。 

医師からのいろんな処置等の、タスクシフトに関しては、特にやはり、高度な知識や技術が必要

とされるものについては、特定行為研修ということで、38行為とかありますけれども、そちらの研

修を受けていただくことによって、診療の補助の一端を看護職が担うというところは進めていると

ころではありますが、これはなかなか北海道も特定行為研修を受けるというところ、人数的にはな

かなか進んでいないところです。 

またそこも、やはり何かあったら、看護職の責任になることもあるという前提で、やはり、看護

職も、その特定行為研修を受講し、その高度な知識、高度な技術を習得するっていうところでは、

必要なところだというふうには考えられております。 

そこで、特定行為を受けた看護職が、何かミスをした、何か責任を負わされるようなことがある

っていうことも踏まえての、研修受講ということになります。 

また、特定行為ではなくても、できる診療の補助業務というのも、診療補助業務に当たらない医

師のお手伝いっていうんですかね、タスクシフトっていうのも中にはありますので、そこのところ

は、各病院・施設での医師の働き、働いている内容で、看護師・看護職の人数的なマンパワーです

ね、それから看護師ではなくてもできる、資格がなくても看護補助者ができるもの、それから薬剤

師ができるもの等いろいろ、他の多職種の有資格者の方ができるタスクシフトっていうのもあるか

と考えておりますので、そこのところはやはり各施設の内容にもかなり影響されるものじゃないか

なと思っております。 

皆さんがタスクシフトすることによって、看護職の仕事が増えるっていう懸念もよくわかります

し、責任も負わされるのではないのかなっていう不安とかもよくわかるんですけども、でもそれを

全部医師に任せるっていうことではなくて、やはり自分たちも看護職としての責任っていうところ

を考えていかなければならない時期に入ってきているんじゃないかなというふうには感じておりま

す。 

 

【委員】 

ありがとうございます。道庁保健福祉部が音頭を取れるかわかりませんけれども、特定行為研修



制度を受講した看護師、令和４年３月時点で全国でわずか２万 7000人ほどしかおりません。厚生

労働省は 2025年度までに 10万人の受講を目指すとしていますが、ほど遠い数字であるという状況

になっております。 

この点について、保健福祉部としての認識を伺いたいと思います。各病院サイドで考えることな

ので、受講を促すとか看護師さんも激務かつ人手不足でなかなか研修受講する時間を捻出できない

っていう現実はあるのですけれども、道庁として何か対策を考えているのでしょうか。 

 

【事務局】 

道庁の方でも特定行為研修のところ、全ての内容ではないのですが、一部受講料を補助するよう

な制度も持っていることですとか、あとは看護協会ですとか、厚生局の方とも連携しながら、研修

の期間を増やしていく働きかけですとか、あと看護協会員さんの方でも、特定行為の修了者の方の

実践報告ですとか、そういった集まりなども開いていただいておりますので、連携をとりながら、

受講しやすいそして受講された方がより活躍できるような取組みを進めて参りたいと考えておりま

す。 

 

【会長】 

よろしいですか。その他ございますでしょうか。 

それでは先に進ませていただきます。３番その他といたしまして事務局の方から情報提供させて

いただきます。よろしくお願いします。 

 

４．その他 

【事務局】 

どうぞよろしくお願いいたします。 

私の方から、情報提供といたしまして特定労務管理対象機関指定状況及び、令和７年度の指定に

ついてお話させていただきます。 

資料３でございます。１枚めくっていただいて、２ページ目でございます。ここには、次の各水

準の内容と、指定されました医療機関名を掲載しております。 

今年２月に、前回運営協議会で報告をしましたときには 21医療機関でございましたが、Ｂ水準

でＪＣＨＯ北海道病院が令和７年の３月末に増えております。従いまして現在は 22医療機関の指

定となっている状況でございます。 

それぞれ指定医療機関名と指定内容、そしてその時短計画の評価結果につきましては道のホーム

ページでも公表しているところでございます。 



めくっていただきまして３ページ目です。これは令和７年度の特定労務管理対象機関の指定にか

かりますスケジュールでございます。今年度は２回、指定のスケジュールを立てているところでご

ざいます。１回目の申請につきましては、先月５月末までの受付としておりました。１回目の申請

についてはございませんでした。 

なお、２回目の申請につきましてはもうすでに実施しておりまして、11月末、11月 28日の申請

期限として受付をしているところでございます。 

情報提供としては以上でございます。 

 

【会長】 

ただいまの情報提供につきまして、ご質問等ございますでしょうか。よろしいですか。 

先程申し上げませんでしたけれども、事業計画につきまして、ご意見なければこのような形で進

めさせていただきたいと思いますけれどもよろしいでしょうか。 

ありがとうございます。では、この計画に沿って進めさせていただければと思います。 

そのほか全体通しまして、ご質問・ご意見等ございませんでしょうか。 

よろしいでしょうか。 

それでは以上をもちまして、令和７年度第 1回北海道医療勤務環境改善支援センター運営協議会を

閉会いたします。 

本日はお忙しい中ご出席いただきまして、誠にありがとうございました。今後ともどうぞよろし

くお願いします。 

 


